





Der letzte Satz des Artikel 89 der japanischen Verfassung und 
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　　　　このような現実にあって、中央教育審議会は2013年度から５年間の政府
の教育振興基本計画に、家計の教育費負担を軽減すること、公的教育支出
を OECD 諸国並みに増やすことを明記する旨、答申する運びとなっている
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